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69）　The Asisa Foundation『Sharing The Burden of the Past：Legacies of War in Europe, America, and Asia歴
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防衛庁図書館を調査
しただけで，参謀長名で「慰安所設置」の指示が出ていたことを示す旧日本軍の通達・日誌が発
見された80）。「防衛庁図書館」という，もっとも言い逃れのできない場所から発見されたことも
あって，時の宮沢首相は軍の関与を認め，謝罪した。しかしすぐさま加藤紘一官房長官は「補償
は処理済み」との立場をとった81）。はじめは軍が関係していないとしながら，日本軍の関与が
明らかになるとただちに「補償は処理済み」などという態度をとる日本，誠実な対応をしている
と外国から見られるだろうか。
　話はやや飛ぶが，こんどは2007年の出来事を紹介しよう。時の首相は従軍慰安婦に日本軍が
関与したという事実を否定する安倍首相。2007年3月1日，慰安婦集めには「狭義」の強制性は
なかったと発言，3月5日，米下院で決議案が採択されても「謝罪するということはない」と言
い切った。こうした発言がアメリカで問題となった。たとえば2007年3月24日付『ワシントン・
ポスト』は「安倍晋三の2枚舌」という見出しの記事を載せ，安倍首相が従軍慰安婦の事実を否
定していることを痛烈に批判した。ところが珍事が起きた。2007年4月27日，安倍首相は「人
間として，首相として，心から同情している。申し訳ない思いだ」と謝罪した。しかし，謝罪し
た相手は何とブッシュ大統領だった！　今まで従軍慰安婦についての日本軍の関与を強硬に否定
してきた安倍首相は，米国下院で従軍慰安婦決議が採択されそうになると，ブッシュ大統領に謝
罪した。従軍慰安婦問題で謝罪すべき相手はアメリカ大統領なのだろうか？　安倍首相のスロー
ガンは「美しい日本」だが，これが美しい国だろうか？
　なお，従軍慰安婦問題はここで終わらない。安倍首相に近い政治家や「櫻井よし子」などの
ジャーナリストが2007年6月14日付『ワシントン・ポスト』に，日本は従軍慰安婦に関与して
いなかったなどといった内容の「事実」という広告を載せた。この広告により，日本は反省し
ていないという米国での世論が盛り上がり，7月30日，米国で従軍慰安婦決議が採択された。そ
の後，オランダ，カナダ下院，欧州議会，韓国といったように，従軍慰安婦決議が採択されてい
る82）。安倍首相は「狭義の強制はなかった」というが，従軍慰安婦について重要なのは狭義の
強制があったかどうかなのだろうか。意思に反して女性たちが性行為の相手をさせられたのは主
に日本兵なのだ。「狭義の強制はなかった」と主張することで日本兵の責任はなかったことにな
るのだろうか。
80）　1992年1月11日付『朝日新聞』，全文は『世界1992年3月号』に掲載。
81）　1992年1月13日付『朝日新聞』。
82）　梶村太一郎「歴史認識の不作為と正義の実現」『世界2008年6月号』参照。
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第４章：おわりに
　以上，松代が問いかける意義と，松代が抱える問題，つまりは「戦争や軍隊の本質」，「戦争犯
罪」「従軍慰安婦」と補償の問題や外国人と差別の問題について紹介してきた。残念ながら，現
在まで日本はこうした問題に対して適切な対応をしてきたとは言い難い。しかし，松代が問いか
け，抱える問題はどれひとつ取ってみても決して未解決のままであってはならない。日本政府は
憲法の「国際協調主義」が大切だと常に言う。そうであれば，今後こうした問題をできるだけ早
く解決することが求められよう。個人的にも，今回は「研究ノート」という形で「松代」やその
問題点を簡単に提起するに留めたが，今後はこれらの問題に対する研究を本格的にすすめ，世に
問うことも私の今後の課題となる。
